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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　港湾整備課長の梅原でございます。よろしくお願いします。
　港湾局所管の再評価対象事業は、港湾整備課の担当している清水港の港湾環境整備事業の１件です。

　資料○の番号１２になります。（よろしいでしょうか？）
　本事業は、社会情勢の変化を分析し、事業効果は十分に見込まれることから、事業を継続する方針案により、委員会に諮るものでございます。

　それでは、資料の港湾局－１ページをお開きください。
　
　清水港は、
全国に配置されている５つの「国際戦略港湾」の次のランクとなる、全国で１８港の「国際拠点港湾」の１つで、
（みなさんご存じのおり、）製造品出荷額（等）全国第４位の「ものづくり県」である、静岡県の産業・経済を支える物流拠点です。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　高度成長期以降の物流の効率化や、利便性を主眼においた港湾整備は、市民から海岸線を遠ざけてしまいました。清水港も例外ではありません。

　清水港の新興津地区は、昭和の合併でなくなった旧興津町の地先海域あたりに相当し、戦前は我が国、政財界の要人の別荘が造られるなど、風光明媚な海岸で、市民にも親しまれていましたが、
高度成長期の袖師・興津埠頭整備で埋立てられ、さらには、平成１２年度に着工した新興津国際海上コンテナターミナルの整備により埋立てられています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　このようなことから、かつての美しい海岸の機能回復を目指して、清水港の北側部となる新興津地区に、人工海浜を中心とする緑地を計画し、整備を進めているところです。
　また、隣接する小型船溜り整備事業は、清水港の港湾開発により港内に点在してしまった漁船などの係留施設を集約するもので、併せて水産業の６次産業化を支援する直売場整備も予定されているところです。

　物流と水産業の共存を目指し、水産業の６次産業化を支援する小型船溜り整備事業を隣接して事業展開していますが、
この小型船溜り事業と連携して、地域振興の核となる観光交流拠点、にぎわい拠点の整備を目指すものです。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　事業内容ですが、
　・人工海浜延長４００ｍ、これには、投入した砂が波浪で流出しない様、波をコントロールする、離岸堤や砂止め堤や突堤の整備も含みます。
　・これと、面積１１．２ｈａの緑地を整備するものです。
　このうち、赤色ハッチのエリア４ｈａは、防災拠点緑地で、
震災時には救援、復旧活動の場としての利用する計画で、
通常時は近隣の方の利用を想定した休息緑地です。
　残る7.2haのレクリエーション緑地は、休息緑地より広域な利用者を想定するものです。

事業の計画期間ですが、
　・平成１２年度から３２年度の２０年間、全体事業費は　６０億円です。
　平成２１年度の再評価実施後、５年が経過したことから、改めての再評価を行うものです。


※以下は、説明シナリオではありません。
　【用語メモ】
休息緑地・・・主として港湾内就業者が休息し、安らぎ、軽いスポーツ等をする場として供される緑地
レクリエーション緑地・・・港湾内就業者や港湾周辺地区住民の都市近郊における海浜部での遊びやスポーツの場としての利用を主体とした緑地




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　事業を巡る社会情勢等の変化について説明します。
　人工海浜・緑地事業は、新興津国際海上コンテナターミナル整備の代償的な事業でもあり、コンテナターミナルと同時期に完成させることが、地元の要望で、早期完成は地域の強い要望です。

　コンテナターミナル整備は、第１バースに続き第２バースが平成２５年５月に供用開始するなど、平成２５年度末の進捗率は８８％ですが、人工海浜・緑地事業の進捗率２８％で、コンテナターミナルに比べ大幅に遅れています。
　このことから、隣接する小型船溜り整備事業による、観光交流拠点機能整備と連携した効果的な事業推進が必要であります。

　また、海浜公園の整備は、背後護岸の耐震性や耐津波性が強化され、背後市街地への防災機能の向上が期待されます。
　その一方で、東日本大震災の津波被害を踏まえ、海浜公園利用者の津波避難対策の強化が必要になります。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　次に、事業の投資効果について説明します。

第１点の地域環境改善便益ですが、
埋立によりコンクリートの壁と波消ブロックとの殺伐した海岸の環境改善を行い、魅力ある水際空間が創出でるかの視点です。
この便益は、６千８百万円となりました。

次に、自然環境向上便益になります。
これは、海辺の生態系や自然環境が向上され、磯遊びや自然体験学習が行える様になるかの視点です。
この便益は、５５億３千７百万円となりました。

３番目の、交流、レクリエーション便益ですが、
この親水公園に海水浴、ビーチバレーなど海洋レクリエーションのために訪れたいかの視点です。
この便益は、７４億５千１百万円になりました。

また、埋立てによる土地造成の残存価値になりますが、これは２億４千６百万円になります。
これらの総便益は、１３３億２百万円になりました。

一方、総費用は、建設費５２億４千万円、維持管理費５億３千３百万円の５７億７千３百万円　となります。

　その総費用に対する総便益の比、費用対効果は２．３０　となりました。


※以下、説明シナリオではありません。
【疑問点】
Q1．総事業費は６０億円なのに、なぜ建設費は５２．４億円となるのか？

Ａ1．評価年度（Ｈ２５）以前の事業費、便益等の物価変動を除去するため、デフレータにより評価年度の実質価格に換算する。そして、社会的割引率（４％）を用いて、現在の価格に換算する。
　　つまり、過去の事業費、将来の事業費を、現在（評価年度）の価値に換算して算出している。将来の事業費は、社会的割引率の影響があり、現在価値に換算すると下がるため、金額に差が出る。

Q2．社会的割引率（4％）とは？

A2．将来の費用と現在の費用は実質的な価値が異なり、現在の費用に比べ将来の費用の価値が低いものとする。その価値の低減度合いを示すものが社会的割引率である。
　例えば現在の１００円の価値と１年後の１００円の価値とは同じではないという経済学的な理由による。つまり、１年後の１００円は、例えば銀行で年利４％で運用した場合、現時点での約９６円（１＋0.04で割引）の価値と同値である。このように、年々割り引いた価値となる。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　事業の進捗状況について説明します。

　平成２６年度末での進捗率は、事業費ベースで２７．８％、事業量ベースで３５．７％を見込んでいます。

　緑地については、防災拠点緑地を兼ねる休息緑地は、 １５年９月には1.2ha、２５年５月までには2.4ｈａを供用し、 平成２６年度中に４haが完成する予定で、段階的な供用により、早期投資効果の発現に努めています。

　人工海浜については、砂浜が出来ていませんが、波をコントロールする外郭施設として、これまでに離岸堤が完成し、突堤の６５％、砂止め潜堤の４８％が部分的に完成しています。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　今後の事業の進捗の見込みですが、この緑地の施設計画については、地域関係者によるワークショップにより検討を重ね取り纏めたもので、緑地整備に対する地元住民の期待も非常に大きいものがあります。

　また、今後は、人工海浜の水際部の整備に投資を集中させ、早期投資効果を図る事業展開を行ってまいります。

　さらには、津波避難対策としては、築山を命山として整備するなどして避難路や避難施設の充実を図る予定です。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　コスト縮減の可能性についてですが、
他の公共工事からの浚渫土砂や、発生土を海浜公園の埋立用材に活用することや、

埋立てにより不要となる消波ブロックの突堤などへの転用、

人工海浜の養浜砂について、全てを購入することなく、アンコに、トンネル工事で発生する良好ズリ（割石）を用いたりして、購入土砂を削減するなど、
これらのコスト縮減を検討してまいりたく考えています。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　これまでの説明から、費用対効果も十分に認められ、緑地整備に対する地域住民の期待も非常に大きいことから、事業継続が妥当であると判断し、ご提案するところです。

　以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いします。






